　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
		
大阪府子ども総合計画における資料2-2

重点施策の取り組み状況について（平成29年度版）

　大阪府では、各基本方向の「重点的な取り組み」に掲げる事業のうち、大阪府として、この事業計画の５年間において、特に重点的に取り組むものを設定し、「５年後の大阪府の姿」をめざし、取り組んでいきます。

	重点的な取り組み
	重点施策項目

	基本方向１：若者が自立できる社会

	若者が社会の中で自立することによって、次代の親になるなど自らの意思で将来を選択できるよう支援します。
	①
	キャリア教育の充実

	
	②
	若者の就職支援

	
	③
	子ども・若者が再チャレンジできる仕組みづくりの推進

	基本方向２：子どもを生み育てることができる社会

	安心して子どもを産むことができる保健・医療環境をつくります。
	④
	安心して妊娠・出産できる仕組みの充実

	家庭と地域がともに養育力を高めることができるよう、地域と一体になって子育てしやすい環境をつくります。
	⑤
	地域の教育コミュニティづくりと家庭教育の支援

	
	⑥
	就学前の子育て支援の充実

	
	⑦
	ワーク・ライフ・バランスの実現

	さまざまな支援が必要な子どもや家庭に対し、支援を必要としているときに必要な支援が行き届く体制をつくります。
	⑧
	ひとり親家庭等に対する就業支援の充実

	
	⑨
	児童虐待防止の取り組み

	
	⑩
	社会的養護体制の整備

	
	⑪
	障がいのある子どもへの支援の充実

	基本方向３：子どもが成長できる社会

	すべての子どもに学びの機会を確保することで、子どもたちが、粘り強く果敢にチャレンジし、自立して力強く生きることができるよう支援します。
	⑫
	学力向上の取り組みの推進

	
	⑬
	豊かな心を育む取り組みの充実

	
	⑭
	幼児教育・保育、子育て支援に関わる人材の確保及び資質の向上

	
	⑮
	就学後の子育て支援の充実

	子どもの人権や、健全な育成環境を守ることによって、子どもが健やかに育ち、自律して社会を支えることができるよう支援します。
	⑯
	青少年の健全育成、少年非行防止活動ネットワークの構築促進



※　「子どもの貧困対策」についても重点的に取り組んでいきますが、計画全体に横断的に関わるものであるため、「第４章　子どもの貧困対策の推進に関する法律に基づく都道府県計画」として策定しています。




重点施策①　　キャリア教育の充実
小学校・中学校・高等学校・支援学校それぞれの段階に応じたキャリア教育を計画的に行います。
全ての子どもの進路決定に向けた具体的なサポートを充実させます。






小中学校：発達段階に応じた
キャリア教育プログラムの普及
　●すべての中学校区における小・中学校９年間の系統的な全体指導計画の策定を推進する。
　●中学校における職場体験学習の複数日実施を推進する。

高等学校：「志（こころざし）学」の実施
●よりよい社会を創っていくという高い「志」を持ち、人として充実した人生を送るために必要な「夢」をはぐくむ教育を推進する。産業界等と連携し、職場体験や職場見学、社会人講師等の派遣により、体験活動の充実を図る。
高等学校：キャリア教育支援体制整備事業※平成28年度をもって終了
　●就職希望者が多く、就職に課題を抱える学校41校を支援校と指定し、就職支援コーディネーター及びスクールソーシャルワーカーを配置し、生徒一人ひとりの卒業後の自立を支援する。

支援学校：就労支援・キャリア教育強化事業
　●支援学校における職場実習等の取り組みや授業の改善・充実を推進する。
　「コーディネーター」をモデル校（高等部）に配置。関係機関からなる「就労支援ネットワーク会議」を設置し、学校の取り組みを支援する。


事業の内容
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５年後の大阪府の姿
　
	
	H26.4.1
	H32.4.1

	中学校区における全体指導計画策定率
	67.0%
	100%（29年度末）

	高校生の就職内定率
	府92.3%
（国96.6%）
	全国水準（29年度末）

	知的障がい支援学校卒業生の就職率
	26.3％（25年度）
	3５%（２９年度末）



	
	H2８年度の取り組み状況
	評価

	中学校区における全体指導計画策定率
	94.1％
	◎

	高校生の就職内定率
	95.1％
	〇

	知的障がい支援学校卒業生の就職率
	26.2％
	○




重点施策②　　若者の就職支援

事業の内容
　ＯＳＡＫＡしごとフィールドによる若者等の就職支援
[image: ][image: ]
○若年者の安定した雇用を支援
・若者が自分に合った就職ができるように、ＪＯＢカフェコーナーやサポートステーション等において、求職者の状況に応じたキャリアカウンセリングや就職セミナー、就労訓練・体験などのサービスを提供し、若者のスキルアップやキャリア形成支援を行います。
・若者を企業につなげる支援を強化するため、施設内に設置したハローワークコーナーの豊富な求人情報を活用し、その人に応じたミスマッチの少ない求人情報を提供します。
・中小企業支援コーナーを設置し、中小企業に対する人材の採用や育成・定着の支援を通じて、若者に優良中小企業の情報を提供することにより、就職マッチングを促進します。
○「まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づく若者の就業支援の取組みと連携
・大阪府では平成27年度中に策定する「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の先行的実施として、「若者の安定就職応援プロジェクト事業」を実施します。この事業では、金融機関や商工会・商工会議所、市町村などと連携し、若者に対する就職支援や職場定着支援、ものづくり企業の魅力発信などを行います。
・OSAKAしごとフィールドでは、こうした「まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づく若者の就業支援の取組みとも連携し、若者の職業的自立に向けてしっかりサポートしていきます。

５年後の大阪府の姿
若者一人ひとりが、職業的自立を果たし、いきいきと社会の中で活躍できるよう、職業体験機会の拡大やこれを踏まえたキャリア形成支援、企業のニーズも踏まえたミスマッチの少ない就職支援を推進します。



	
	H2８年度の取り組み状況
	評価

	OSAKAしごとフィールドにて
実施した職場体験
	203人が参加（受入企業数107社）
	◎

	地域金融機関等と連携した
合同企業説明会等
	　計1５回開催、求職者のべ2,900人企業のべ562社が参加。
	◎


重点施策③　子ども・若者が再チャレンジできる仕組みづくりの推進

事業の内容
■困難を有する青少年を支援するための市町村と連携した地域支援ネットワークの構築
・住民に身近な市町村とNPO等が中心となり、労働、教育、福祉、医療等の関係機関と連携し、困難を有する青少年を地域で支援するためのネットワークを推進する
・地域支援ネットワークを推進するため、人材育成や団体育成に取り組む
背景
■ニートやひきこもり、不登校、発達障がい等の子ども・若者の抱える問題の深刻化等を背景に子ども・若者育成支援推進法が制定（平成22年4月1日施行）
・ひきこもり数（推計値）…約5万人（15歳～39歳）
・ニート…約4万3千人（15歳～34歳）
・不登校生徒数（高校）…7,765人（平成24年度）
・高校中退生徒数…4,959人（平成24年度）

【地域支援ネットワーク　概念図】
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５年後の大阪府の姿
府内全域で市町村とNPO等の民間支援機関が中心のネットワークにより、関係機関と連携しながら地域で困難を有する青少年を支援します。
大阪府は、人材育成や団体育成の面から、地域での支援をバックアップします。






	
	H2８年度の取り組み状況
	評価

	連絡会議の開催
	庁内会議：2回、市町村会議等：5回
	〇

	民生・児童委員に対する研修
	４回実施
	〇

	居場所のプラットフォーム化事業で
連携した高校
	9校
	◎



重点施策④　安心して妊娠・出産できる仕組みの充実
～「ハイリスク妊婦」の未然防止～
望まない妊娠・出産に悩む妊婦等に対し、相談や保健・医療・福祉機関等への連絡、サービスの紹介など、情報提供と必要な支援に繋ぐことにより、妊婦の孤立化を防ぎます。
「にんしんSOS」相談事業




～「ハイリスク妊婦」への支援～
妊婦健診の未受診や飛び込みによる出産等をするいわゆる「ハイリスク妊婦」について、その未然防止や出産前後の保健医療等における支援体制の構築等に取り組みます。
妊婦健診の未受診や飛び込みによる出産等対策事業




～～不妊・不育に悩む夫婦への支援～
不妊・不育に関する相談や情報提供を行い、不妊・不育に悩む人々の身体的、精神的負担の軽減と支援を図ります。また、保険が適用されず高額となる特定不妊治療に要する費用の一部を助成します。
不妊・不育総合対策及び特定不妊治療費助成事業






～「ハイリスク妊婦」の受け入れ体制を整備～
府内を３つの区域に分け、当番制により受け入れ担当病院を決定。当番病院は患者受け入れに必要な体制を確保し、かかりつけ医のない妊婦等の救急搬送を必ず受け入れます。
一次救急医療協力病院
一般の産婦人科
正常分娩
産婦人科
救急搬送
ハイリスク分娩

OGCS
(産婦人科診療相互援助システム)の
参加病院

一次救急医療ネットワーク整備事業










～緊急搬送を円滑化（第3の当直として非常勤配置）～
大阪母子医療センターに、母体に危険があるなど緊急搬送が必要な妊婦の搬送先調整を担う専任医師をコーディネーターとして配置します。

周産期緊急医療体制コーディネーター設置事業





５年後の大阪府の姿
妊娠・出産に伴う様々なリスクをできる限り減らすために、早期の段階から支援できる体制を整備し、子どもを産みたいときに安心して妊娠・出産できる環境をつくります。




	
	H2８年度の取り組み状況
	評価

	「にんしんSOS」実績
	相談対応件数：実人数1,356人/延人数2,139人
	◎

	妊婦健診未受診や飛び込みによる出産対策事業
	出産等実態調査結果　該当する妊婦　228人
	◎

	周産期緊急医療体制コーディネーター設置事業
	コーディネート件数　110件
	◎

	産婦人科救急搬送体制確保事業
	夜間・休日に当番病院において受入た実績：1,172件
	◎



重点施策⑤　　地域の教育コミュニティづくりと家庭教育の支援
地域全体で学校教育を支援する活動を促進します。
放課後等の子どもたちの安全で安心な居場所づくりを進めます。
多様な親学習の機会の提供と、家庭教育に不安や負担感を持つ保護者への支援を促進します。






　
事業の内容教育コミュニティづくり推進事業
●学校支援地域本部
中学校区を単位に、地域の大人が多く関わり、子どもの安全見守りや放課後等の学習支援、学びの環境整備などの学校支援活動を実施する。
　●おおさか元気広場
地域人材の参画により、放課後や週末等に、安全で安心な子どもの活動場所を確保し、子どもの体験・交流活動や学習活動等を促進する。
　●家庭教育支援
　　　身近な地域において、すべての保護者が家庭教育に関する学習や相談ができるよう、親学習の機会の提供と家庭教育支援チームによる訪問型の支援を促進する。　
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５年後の大阪府の姿
	　
	H26.4.1
	H32.4.1

	中学校区における学校支援活動の実施率
	100%
	100%

	小学校区・府立支援学校における、
「おおさか元気広場」の実施率
	小学校区     89.2%
府立支援学校 82.6%
	小学校100%（29年度末）
府立支援学校100%（29年度末）

	市町村（政令市を除く）における、
大人に対する親学習の実施率
	63.4%
	100%（29年度末）

	中学校・府立学校における、
生徒に対する授業での親学習の実施率
	中学校 69.1%
高　校 90.3%
	中学校100%（29年度末）
高　校100%（29年度末）



	
	H2８年度の取り組み状況
	評価

	中学校区における学校支援活動の実施率
	100%
	◎

	小学校区・府立支援学校における、
「おおさか元気広場」の実施率
	小学校100%　府立支援学校67.6%　
※平成28年度、支援学校数が11校増加（全37校）　
	◎

	市町村（政令市を除く）における、
大人に対する親学習の実施率
	100%
	◎

	中学校・府立学校における、
生徒に対する授業での親学習の実施率
	　中学校100%
　　高校100%
	◎



重点施策⑥　就学前の子育て支援の充実
教育と保育を一体的に行う施設を増やします
◆幼稚園と保育所の機能や特長をあわせ持ち、地域の子育て支援も行う施設です。
◆新たな設置や幼稚園・保育所からの移行を進め、普及を図っていきます。

教育・保育の場の確保、待機児童の解消及び教育・保育条件の維持・向上に努めます
◆幼稚園、保育所、地域型保育など、地域の様々な状況に合わせて教育・保育の場を確保します。特に、待機児童の多い０～２歳児を対象とする事業を増やし、その解消に努める市町村を支援します。
◆子どもの教育・保育条件の維持・向上に努めます。

就学後の子育て支援へ（P65へ）


親子で気軽に立ち寄ることができ、情報の入手や必要な支援が受けられる場所を増やします
◆子育て支援の拠点の、より身近な場所（例えば商店街や空き家の活用など）での設置が進むよう、また、従事者の研修などによる質の向上が図られるよう市町村に働きかけます。
◆社会福祉法人の社会貢献活動として実施されている私立保育所のスマイルサポーターや、私立幼稚園が地域の保護者支援の一環として取組むキンダーカウンセラー、認定こども園の普及など、施設が持つ地域の子育て支援機能を引き続き活用していきます。
◆子育てに必要な情報提供や相談などの利用者支援のサービスが受けられる場所を増やします。
◆一時預かりや、訪問型のサービス、ファミリー・サポート・センター事業などを充実していきます。また、多様な主体（ＮＰＯや高齢者、保護者同士など）による、より身近な取組が進むよう市町村に働きかけます。









５年後の大阪府の姿
	
	H26.4.1
	H32.4.1

	認定こども園の数
	51か所
	821か所

	保育の必要な児童の受け入れ数
	153,916人
	177,796人

	地域子育て支援拠点事業の箇所数
	466か所
	522か所

	利用者支援事業の実施箇所数
	0か所
	127か所









	
	H2８年度の取り組み状況
	評価

	認定こども園の数
	505か所（H29.4.1時点）
	○

	保育の必要な児童の受け入れ数
	165,313人（H29.4.1時点）
	○

	地域子育て支援拠点事業の箇所数
	409箇所（補助実績）
	◎

	利用者支援事業の実施箇所数
	53か所（補助実績）　
	○



重点施策⑦　ワーク・ライフ・バランスの実現
多様な働き方への支援
働き続けやすい
職場環境整備と
働き方の見直しの取組促進
【現状と課題】
　出産に伴う女性の離職が多く、30代、40代を中心とする長時間労働により、子育ての負担が女性に偏る傾向があります。男性が子育てに参加できるよう、また女性が働きながら子育てできるよう企業などに働きかけることや、子育て等との両立ができる環境を整備する必要があります。


ワーク・ライフ・バランス
の実現



子育て支援
体制の充実
男女雇用
機会均等の
更なる推進




【取り組みの方向性】
男女がともに能力を発揮しながら活躍でき、仕事と子育てを両立できる職場づくりや、長時間労働の抑制など、結婚・出産後も働き続けられる環境の整備や子育て支援に取り組みます。







○働き続けやすい職場環境整備と働き方の見直しの取組促進
・事業主、人事労務担当者、管理者、労働者に対し、育児・介護休業制度等の周知と利用促進、長時間労働の見直しと労働時間短縮に向けた啓発を行うとともに、男女とも仕事と子育ての両立が図れるよう配慮した事業所の先進的な取組の紹介やセミナーの実施を通じて、働き続けやすい職場環境づくりを促進します。
○多様な働き方への支援
・育児・介護休業、短時間勤務、パートタイム労働など関係テーマについて、広報・啓発を行うとともに、労働相談において関係内容に対応します。
○男女雇用機会均等の更なる推進
・女性が働きながら安心して出産できる環境を整備するため、男女雇用機会均等法等に基づく
妊娠中及び出産後の女性労働者の健康管理に関する措置について、事業主、人事労務担当者、管理者、労働者へ啓発を行います。また、妊娠・出産・育児等により労働者が不利益を受けないよう、事業主、労働者等へ啓発を行なうとともに、労働相談により関係内容に対応します。
○子育て支援体制の充実
　・子ども・子育て支援新制度の円滑な実施、放課後児童クラブの計画的整備など地域の子育て
支援のための市町村の取り組みを支援するともに、潜在保育士の就職支援など、待機児童の解消に向けた取り組みを進めます。
５年後の大阪府の姿
一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活などにおいても、子育て期など人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できるよう、ワーク・ライフ・バランスの普及啓発や環境整備を推進します。


	
	H2８年度の取り組み状況
	評価

	ＯSAKAしごとフィールドでの職場体験
	203人が参加（受入企業数107社）
	◎

	OSAKA女性活躍推進会議の運営
	9月を「OSAKA女性活躍推進月間」と定め、集中的にイベントを実施。
	◎

	保育士・保育所支援センターにおいて、復職応援セミナー、職場体験、求職相談等を実施
	セミナー参加者数107人、就業者数149人
登録者数　1,311人
	◎


重点施策⑧　ひとり親家庭等に対する就業支援の充実　
母子家庭、父子家庭や寡婦の方の暮らしの安定と向上の実現に向け、就業支援の充実を図ります。




　　　平成２５年３月、母子家庭の母や父子家庭の父の安定した就業を確保するため、「母子家庭の母及び父子家庭の父の就業の支援に関する特別措置法」が施行されるとともに、平成２６年１０月から「母子及び父子並びに寡婦福祉法」が施行されました。　
大阪府ではこれまでひとり親家庭や寡婦の方に対し、就業相談、就業情報提供、就業支援講習会の実施など就業支援に取り組んでまいりましたが、こうした関係各法の施行等を踏まえ、今後、子育てと就業の両立ができるよう、さらなる就業支援の充実を図ります。
事業内容
	■　就業のあっせん
○　母子家庭等就業・自立支援センター事業の推進
○　就業・自立支援センター事業と市町村が実施する地域就労支援事業、ハローワーク
　　　が実施する各種就労支援事業との連携による総合的な就業・自立支援　等

■　職業訓練等の実施・促進
○ 公共職業訓練の実施
○ 就業支援講習会の実施
○ 母子家庭・父子家庭自立支援給付金事業等の実施　等

■　就業機会創出のための支援
○　民間事業主に対するひとり親家庭の親の雇用の働きかけ
○　ひとり親家庭の親の雇用に配慮した官公需発注の推進
○　母子・父子福祉団体等への業務発注の推進
○　公務労働分野におけるひとり親家庭の親等の非常勤職員での雇用に向けた取り組み　等


　
　５年後の大阪府の姿
特別措置法において、地方公共団体は国に準じ、民間事業者への協力要請や母子福祉団体等への受注機会の増大等就業機会創出に向けた施策を講ずるよう努めることなどが定められており、大阪府から一般市町に対し、5年後には２８市町でこれらの取り組みが実施されるよう、働きかけを行います。







	
	H2８年度の取り組み状況
	評価

	ひとり親家庭等の就業機会創出のための支援を実施した市町
	ひとり親家庭等の就業機会創出のための支援を実施した市町　１８市町
	〇


重点施策⑨　　児童虐待防止の取り組み
児童虐待の発生予防や早期発見・早期対応に取り組みます。
子育て支援策を充実することで児童虐待の発生予防に取り組みます。とくに児童福祉、母子保健、家庭教育の分野から、支援を要する家庭にアプローチし、きめ細やかな支援を行います。また、子ども家庭センターや要保護児童対策地域協議会(*)等において、引き続き児童虐待の早期発見・早期対応に努めます。
○発生予防のための取り組み◇安心して子育てができる社会の実現

子育ての喜びを実感できるよう家庭の養育力・教育力を高めるための支援を充実するとともに、必要なときにサービスを受けることができる体制を確保します。
◇地域の子育て支援の機能の充実　
子育て中の親の孤立や不安感の増大等に対応するため、地域での子育て支援拠点など、機能充実のため市町村を支援します。

とくに
児童福祉、
母子保健、
家庭教育
の分野からアプローチ




◇妊娠から出産・育児期の支援
妊娠期からの相談・支援を行うとともに、医療機関等との連携や情報共有を強化するよう市町村を支援します。




◇市町村における親学習の実施促進
親学習リーダーの養成や親学習教材の効果的な活用により、市町村等における親学習の実施を促進します。




○早期発見・早期対応のための取り組み◇児童虐待防止のための広報啓発
11月の児童虐待防止月間を中心に、そのシンボルであるオレンジリボン（児童虐待防止）を広く普及させるための広報啓発に取り組みます。


社会全体で子どもを
守るための主な取り組み
◇子どもを虐待から守る社会の実現
子どもを虐待から守る府民意識を高めるとともに、特に支援を要する子ども及び保護者に対し、早期に適切な支援を行うため、要保護児童対策地域協議会(*)を中心とした対応力向上に取り組みます。



◇市町村等における訪問型支援の充実　
養育支援訪問事業等における訪問員に保護者支援プログラム習得などのスキルアップ等を行い、アウトリーチ型支援を充実します。




◇要保護児童対策地域協議会(*)の機動力強化
子ども家庭センター(*)での市町村職員受入研修など、対応ノウハウを共有することで、児童虐待防止ネットワークの連携を強化し、早期対応力を高めます。




５年後の大阪府の姿
	
	H26.4.1
	H32.4.1

	地域子育て支援拠点の数（再掲）
	466か所
	522か所

	利用者支援事業の実施箇所数（再掲）
	0か所
	127か所

	保護者に対する親学習（再掲）
	26市町村
	41市町村

	養育支援訪問事業
	39市町村
	41市町村


※上記の目標値は、児童虐待の発生予防や早期発見のための取り組みのうち、主要なものです。

	
	H2８年度の取り組み状況
	評価

	地域子育て支援拠点の数（再掲）
	409か所（補助実績）
	◎

	利用者支援事業の実施箇所数（再掲）
	53か所（補助実績）　
	○

	保護者に対する親学習（再掲）
	41市町村（政令市を除く）
	◎

	養育支援訪問事業
	41市町村（政令市を除く）
	◎


重点施策⑩　　社会的養護体制の整備
家庭養護である里親・ファミリーホームへの委託を推進します。
児童養護施設等における家庭的な養育環境の整備を進めます。
大阪府では、子どもの権利擁護と次世代育成の観点から、子どもの養育の特質をふまえ、できる限り家庭的な養育環境の中で、特定の大人との継続的で安定した愛着関係を育むことができる社会的養護体制を整えるため、第二次大阪府社会的養護体制整備計画（H27～H31）を推進します。本計画では、「家庭的養護の推進」「専門的ケアの充実」「自立支援の充実」「家庭支援・地域支援の充実」を基本的方向性として定め、次の事業に取り組みます。
主な取り組み
◇施設等種別ごとの目標を設定し、その実現に向けて取り組みます。
【里親・ファミリーホーム】
　登録里親やファミリーホームを増やし、里親等支援を充実します。
【民間施設】
児童養護施設等の家庭的養護を推進するため、小規模グループケアやグループホームの設置を推進します。
【府立施設】
子どもライフサポートセンター・修徳学院において、府民ニーズに応じた機能を担う施設のあり方を検討します。
◇指導員の専門性や心理的ケアを充実できるよう、施設機能を強化します。　
◇家庭支援機能の向上を図ります。
訪問型支援を充実するため市町村を支援します。また、施設と協働してペアレンティングプログラム等を行い、保護者を支援します。
◇施設や里親家庭で生活する子どもの権利を擁護します。
　子どもが自らの権利を行使できるよう年齢や理解力等に配慮した説明を行い、意見表明できるよう支援します。
基本的方向性



家庭的養護の推進




専門的ケアの充実




自立支援の充実
家庭支援・地域支援の充実












５年後の大阪府の姿
　家庭的な養育環境の中で、特定の大人との継続的で安定した愛着関係を育むことができる体制を整備します。（政令市を除く。）

	
	25年度末
	31年度末

	里親等委託率
	7.2％
	16％

	グループホーム数
	15か所
	38か所



	
	H2８年度の取り組み状況
	評価

	里親等委託率
	10%
	◎

	グループホーム数
	21か所
	◎


重点施策⑪　障がいのある子どもへの支援の充実
障がいのある子どもの成長の段階に応じた切れめない支援をめざします



障がいのある子どもへの医療・福祉支援
障がいの早期発見、必要な情報の提供、早期の適切なサービス提供など、障がい児への支援を地域で総合的に取り組む体制づくりを進めます。
・健診、相談支援、障がい児(通所･入所)支援など障がいのある子どもに対する支援体制の拡充
　　・発達障がいの早期発見、早期発達支援等の充実
　　・医療的ケアが必要な重症心身障がい児の地域生活支援の充実



就　学　前



別記



障がいのある子どもへの教育支援
　「ともに学び、ともに育つ」教育をさらに推進し、校種ごとの教育の充実、就労・自立に向けた教育の充実、府立支援学校のセンター的役割の発揮など、障がい児への教育支援を充実します。
・支援を必要とする児童・生徒の増加や多様化に対応した環境整備
・支援学校におけるキャリア教育・就労支援の充実
・一人ひとりの教育的ニーズに応じた支援の充実
・発達障がいのある児童・生徒への支援
・私立学校における障がいのある子どもへの支援







学　齢　期


放課後等における療育の支援、居場所づくり
就学前に保育が必要であった子どもを、就学後も切れめなく預けることができるようにすると同時に、放課後等に子どもの育ちを支える健全育成に取り組みます。

・障がいのある児童の放課後等における療育の支援
・障がいのある子どもたちの居場所づくり








障がい者の雇用促進と就労支援・定着支援
障がい者に対し、就労支援の充実、雇用機会の拡大に加え、職場定着支援に取り組みます。
・障がい者を対象とした就労支援の充実
　　・企業における障がい者の雇用機会の拡大
　　・就労を通じた社会的自立支援の充実


青　年　期








■ 発達障がい児支援の充実発達障がい児に対する重層的な支援体制の構築を図ります。




発達障がい児に対して、それぞれのライフステージに応じた一貫した切れ目のない支援が行われるよう、大阪府、市町村、学校、支援機関、医療機関等がそれぞれの役割に応じて連携しつつ、発達障がい児の特性理解に基づく重層的な支援体制を構築することをめざします。
また、身近な地域における早期の専門療育への取り組みをより一層推進するため、各二次医療圏域に設置した「大阪府発達障がい児療育拠点」の人材育成機能を活用し、発達障がい児に対する専門的な療育体制を整備する市町村を支援します。
[image: ]

重層的な支援体制のイメージ
　　　　　　　　　　　　　　　　　＜果たすべき機能＞
①高度の専門的支援　②人材育成　等
＜例＞
アクトおおさか
府

域
中間圏域
市町村域






＜果たすべき機能＞
①専門的支援
②地域支援　等
＜例＞
大阪府発達障がい児
療育拠点





＜果たすべき機能＞
①身近な地域で早い段階からの支援
②生活の場での支援
＜例＞
児童発達支援事業所







発達障がい児者総合支援事業を推進します。




発達障がい児のライフステージに応じた一貫した切れ目のない総合的な事業として、幼稚園教諭・保育士や保健師、また発達障がいの確定診断を行う医師の養成研修、障がい児通所支援事業所に対する機関支援、保護者が子どもへの効果的な対応方法を学ぶペアレント・トレーニング等を行う「発達障がい児者総合支援事業」を推進します。




■ 医療的ケアが必要な重症心身障がい児者の地域生活支援の充実医療的ケアが必要な重症心身障がい児者の地域ケアシステムの構築を目指します。




医療的ケアが必要な重症心身障がい児者（※）の地域生活を支えるために、医療・福祉等関係機関の円滑な連携体制のもと、地域生活の維持・継続のための地域ケアシステムの実践と福祉サービス等の充実強化に取り組みます。（※）重症心身障がい児者：身体障がい者手帳（１級・２級）及び療育手帳（A）を交付された障がい児者
重症心身障がい児者地域ケアシステム整備事業を推進します。





（１）ケアコーディネート事業
　　医療と福祉の連携強化など重症心身障がい児者の地域生活を取り巻く課題の解決に向けて、重症心身障がい児者と介護者が安心して地域生活を送るための支援を行う関係機関が参画する地域ケアシステムを実践します。
　〔内　容〕
・医療機関を含む二次医療圏域ケア連絡会議を設置し、市町村が調査した当事者の具体的な状況を分析の上、地域生活の維持に必要なサービスの質と量を把握。
　　・当事者の福祉サービスの利用を促進するため、福祉サービス体験や介護者向け相談会・交流会、事業所向けの相談会を実施。
 ・当事者や支援者への情報発信。
※　26年度は南河内圏域で実施。27年度は残り5圏域（豊能、三島、北河内、中河内、泉州）で実施。
（２）医療型短期入所整備促進事業
地域で生活する重症心身障がい児者の介護者からのニーズが高い「短期入所」について、人工呼吸器管理に対応が可能な事業所が府内に殆ど無いことから、医療機関での短期入所の整備を促進します。
〔内　容〕医療機関が空きベッドを活用した短期入所事業の指定を受け、医療的ケアが必要な重症心身障がい児者を受け入れた場合に、短期入所報酬と入院診療報酬との差額相当額を補てん。
　　　　・差額補填（年間）　　：8,016千円（１回利用につき10,300円）
※　26年度：2圏域（三島、南河内）で実施。
27年度：６圏域（三島、南河内、豊能、北河内、中河内、泉州）で実施。

５年後の大阪府の姿
重症心身障がい児者地域ケアシステムには、医療・福祉・保健など様々な分野をつなぐネットワークが必要であり、個別ケア会議を支えるための市町村域、さらに医療基盤整備の基本である二次医療圏域（６圏域）での重層的なケアシステムを整備します。




　　



	
	H2８年度の取り組み状況
	評価

	二次医療圏域ケア連絡会議等
	府内6圏域（豊能、三島、北河内、中河内、
南河内、泉州）で実施。
	◎

	在宅重症心身障がい児者支援者
育成研修事業
	参加者132人
	◎

	医療型短期入所整備促進事業
	直接補助：のべ利用日数1,282日
間接補助（政令市）：のべ利用日数976日
	◎


重点施策⑫　学力向上の取り組みの推進
市町村とともに小・中学校の教育力を充実します。
高等学校の教育力を向上させ活力あふれる府立高校をつくります。





　中学校の学校力の向上
【PDCAサイクルに基づく学校経営】


改善への取り組み
◆取り組みの成果と課題を
保護者・地域と共有
◆取り組みの見直しと充実
学校活性化のための計画
◆全教職員での目標の共有
◆保護者、地域と目標の共有
学校の課題に応じた取り組み
◆授業改善
◆少人数指導等の工夫
◆授業規律の徹底
◆家庭学習の定着
◆保護者・地域と連携した取り組み
大阪府教育委員会

支援・普及

市町村教育委員会

ニーズに応じた柔軟な人的配置
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ



取り組みの検証・評価
◆学力・学習状況調査（国）
◆学校教育自己診断
◆保護者・地域の意見






　中学校：スクール・エンパワーメント推進事業
[image: MC900416500[1]]　　●府内８４中学校にスクール・エンパワーメント担当教員を配置し、学力向上に向けた学校活性化計画に基づく組織的な取り組みが推進されるよう市町村教育委員会とともに指導・助言を行う。
　   ●学力向上に重点的に取組む市町村に対し、その取り組みを推進するための経費を補助する。
　　高等学校：グローバルリーダーズハイスクールの充実
　　 ●各校の取り組みに対して、外部有識者によるパフォーマンス評価を行い、活性化を図る。
　　高等学校：「学び直し」等を支援する新たな学校の設置
　　●生徒の「わかる喜び」や「学ぶ意欲」を引き出すエンパワメントスクールを設置し、「学び直し」「正解が１つでない授業」
　　　「体験型の授業」を重視したカリキュラムの実施により、進路実現を図る。
　５年後の大阪府の姿
	　
	H26.4.1
	H32.4.1

	「全国学力・学習状況調査」における
中学校の平均正答率
	―
	全国水準をめざす

	グローバルリーダーズハイスクールの現役大学進学率
	62.7％
	向上（29年度末）

	エンパワメントスクールの設置校数
	―
	10校程度（30年度）


	
	H2８年度の取り組み状況
	評価

	「全国学力・学習状況調査」における
中学校の平均正答率
	国語Ａ 75.3（ 77.4）国語Ｂ 69.1（72.2）
数学Ａ 63.7（64.6）数学Ｂ 46.3（48.1）
	◎

	グローバルリーダーズハイスクールの現役大学進学率
	67.6％
	◎

	エンパワメントスクールの設置校数
	平成28年度開校　３校（西成・長吉・箕面東）
平成２８年度開校　２校（成城・岬）
平成２９年度開校予定　１校（布施北）
	○






重点施策⑬　　豊かな心をはぐくむ取り組みの充実
ルールを守り、人を思いやる豊かな人間性をはぐくみます。
夢や志を持って、粘り強くチャレンジする力をはぐくみます。





　子どもたちが粘り強く果敢にチャレンジし、自立して力強く生きるためには、子どもたちが自他を尊重し、違いを認め合い、思いやりを持って人と接する心情・態度と共に、充実した人生を送るために必要な理想や目標を持ち、社会人として必要な規範を身につけ、より良い社会を作って行こうとする意欲や態度をはぐくむことが必要です。

事業の内容
小中学校：豊かな人間性をはぐくむ取り組み推進事業
●指定中学校区において道徳教育に関する公開講座を開催する。
　●校区の小中学校において、道徳の授業づくりに関する研修会を実施する。
　●校区の小中学校において、「こころの再生」府民運動の趣旨に沿った取り組みを行い、各学校独自の子どもの意欲、自己肯定感を高める取り組みを行う。
高等学校：「志（こころざし）学」の実施
●すべての府立学校において、平成２３年度より「志（こころざし）学」を教育課程に位置付けて進めている。
小・中・高等学校・支援学校：人権教育の推進
　●人権教育のための教材集・資料の有効活用の促進を図るとともに、その成果を実践事例集としてまとめ研修や報告会を行う。
　●人権教育の指導方法等についての調査研究を進める。
帰国渡日児童生徒学校生活サポート推進事業
　●府WEBページにおいて、学校生活に関する情報を多言語（１０か国語）で提供する。
　●市町村と連携して、府内８地区において多言語による進路ガイダンスを実施する。

　　　　　　　

[image: C:\Users\MasudaC\AppData\Local\Microsoft\Windows\Temporary Internet Files\Content.IE5\0PYUSW9I\MC900445936[1].wmf]










５年後の大阪府の姿
	　
	H26.4.1
	H32.4.1

	志学の実践事例集の作成
	―
	29年度の完成

	人権教育教材の活用率
	―
	小学校 100％
中学校 95％
高等学校 100%
支援学校 100%



	　
	H2８年度の取り組み状況
	評価

	人権教育教材の活用率
	　小学校　98.7%
  中学校　94.1%
　高等学校 100%
　支援学校 95.7%
	◎


重点施策⑭　幼児教育・保育、子育て支援に関わる人材の
確保及び資質の向上

子ども・子育て支援新制度の円滑な実施のために必要な人材の確保及び資質の向上に努めます。
○　幼保連携型認定こども園の普及促進　⇒　保育教諭を確保
○　待機児童解消のための保育所の受け皿拡大　⇒　保育士等を確保
○　子育て支援に関わる人材（保育士、幼稚園教諭、地域子育て支援拠点の職員等）
の資質向上のために研修を実施及び市町村が実施する研修を支援









　◆　保育教諭の確保
　　　・　幼保連携型認定こども園に置く職員「保育教諭」の確保
　　　　　⇒　幼保連携型認定こども園及び幼保連携型認定こども園への移行を予定している施設に勤務する、幼稚園教諭又は保育士の一方の免許・資格のみを有する者の免許・資格併有を支援。
　　　　　※　改正認定こども園法附則第５条に定める保育教諭等の資格の特例に係る経過措置期間は同改正法施行後５年間。
　◆　保育士の確保
・　近年、保育所等において採用が困難になりつつある保育士の確保
⇒　保育士資格を有するが、現在、保育士として就労していない「潜在保育士」の就職・復職を支援。
　　◆　子育て支援に関わる人材の資質の向上
　　・　保育士、幼稚園教諭、地域子育て支援拠点の現任職員等に対する研修を実施
　　・　市町村が実施する現任職員等に対する研修を支援

５年後の大阪府の姿
　子ども・子育て支援新制度の円滑な実施のために必要な人材を確保し、資質の向上を図ります。






	　
	H2８年度の取り組み状況
	評価

	保育教諭の確保
	幼稚園教諭の保育士資格取得　22名
保育士の幼稚園教諭免許状取得　130名
	〇

	保育士の確保（「潜在保育士」の
[bookmark: _GoBack]就職・復職の支援）
	復職応援セミナー、職場体験、求職相談等を実施。
・セミナー参加者数　107人
・就業者数　149人
・登録者数　1,311人
	◎


重点施策⑮　就学後の子育て支援の充実　
　核家族化の進行や地域のつながりの希薄化により子育て環境の現状は厳しくなっています。このため、社会全体で子ども・子育てを支援する新しい支え合いの仕組みを構築することが求められています。
そこで大阪府では、「子ども・子育て支援新制度」がスタートする時期に合わせ、就学後のステージにおいては、次の視点に基づき3つの取り組みを柱に子育ての充実を図ります。
Ⅰ　就学前の子育て支援策の１つである、待機児童の解消と連動した取り組みを進め、共働き家庭等の「小１の壁」の解消に努めます。
Ⅱ　次代を担う人材を育成するため、障がいの有無や親等の就労にかかわらず、全ての児童が放課後を安心・安全に、かつ文化的な活動を行うことができるよう、多様な居場所の確保に努めます。






事業の内容
１．待機児童解消加速化プランに基づき整備が進む就学前の子育て支援に対応し、第二の待機児童問題である「小１の壁」の解消に努めます
　　 ●一体型（※）を中心とした放課後児童クラブ・おおさか元気広場（※）の計画的な整備
※　一体型とは、国が示している放課後児童クラブとおおさか元気広場の連携等による運営
　　　※　大阪府では、国の「放課後子ども総合プラン」における「放課後子供教室」を「おおさか元気広場」と
名付けて実施しています。
　　　 ●放課後児童支援員に対する資格研修を実施し保育の質を確保する
        ※放課後児童クラブの質の向上を図るため、資格認定研修を実施し、平成27年度から平成31年度の間に、全クラブに２名程度配置
　　　　（参考）・国において「放課後子ども総合プラン」を策定（平成26年7月31日）
　     ・国おいて放課後児童クラブを平成31年度末までに30万人分新たに整備予定


２．障がいがあるなど特別な支援の必要な児童の放課後の居場所を増やします。また、親等の就労に関わらない、すべての児童の放課後の居場所づくりに努めます
●一体型を中心とした放課後児童クラブ・おおさか元気広場の計画的な整備
（上記１の再掲）
●府が行う指導員研修のメニューに障がい児支援のカリキュラムを設定
●次代を担う人材育成の観点からすべての子どもの多様な居場所づくりに努める
３．多様な子育てに関するニーズに応えるため情報発信していきます
　　●利用者支援事業の活用等により市町村における関係機関の連携を図る
　　●公的施設等での子どもを対象とした事業の情報共有及び情報提供の場を設置する
　※府の少子対策ポータルサイト内に市町村（行政）情報コーナーを設ける　  
【５年後の大阪府の姿】　
放課後児童クラブの待機児童が解消され、「小1の壁」がなくなる社会をめざします。また、すべての就学児童がいきいきと活動できるよう、多様な居場所を確保するとともに、社会全体で子ども・子育てを支えるような社会をめざします。


	
	H2８年度の取り組み状況
	評価

	放課後児童クラブ整備補助実績
	176クラブ
	◎

	放課後児童支援員認定資格研修実績
	7回開催、740人修了
	◎

	放課後児童支援員等資質向上研修実績
	4回開催、1778人受講
	◎

	利用者支援事業
	53か所（補助実績）　
	〇


重点施策⑯　　青少年の健全育成、少年非行防止活動ネットワークの構築促進
　青少年を取り巻く社会環境を整備するとともに、健全な成長を阻害する行為から保護することにより、青少年の健やかな成長を促進する。
　併せて、少年の非行防止活動の充実と少年が犯罪に巻き込まれることを防ぐことを目的として、地域のボランティア等による少年非行防止活動ネットワークの構築を促進する。
事業の内容
【青少年の健全育成の推進】
・インターネット利用環境の整備
・携帯電話端末等による有害情報の閲覧防止の取り組み及び教育・啓発
・有害図書類・有害がん具刃物類への規制
・青少年の夜間外出制限の取り組み
・青少年に対するわいせつ行為や勧誘行為等への規制
・「子どもの性的虐待の記録」の製造及び流通防止の啓発
・青少年団体と協働した青少年の健全育成
【少年非行防止活動ネットワークの構築】
　府内市区町村における少年非行防止活動ネットワークの構築を促進し、少年非行の現状などの情報提供のほか、地域ボランティア等に対する研修、巡回街頭指導の同行等の支援を行い、地域における自主的活動の活性化を図る。支
援

少年サポートセンター
大阪府青少年課
大阪府教育委員会
小中学校課
大阪府警察本部
少年課
警察署
少年非行防止活動ネットワーク概念図


青少年
健全育成
団体
自治会
保護者
(ＰＴＡ)
教職員
市区町村
職員
市区町村
事務局
（コーディネーター）
『ネットワークの構築事例』
○　非行防止ネットワーク（代表者会議）新設
○　概念図と同様の既存ネットワーク等の活用 
○　既存ネットワーク内に専門部会等の立上げ
など、地域等の実情に応じて構築　
支援内容
情報提供※少年非行現状など
地域ボランティア等
に対する研修
巡回街頭指導の同行
（現場実地指導）
≪少年非行防止活動ネットワークの活動内容≫
　　○夜間等における街頭巡回活動の実施
　　○スキルアップ等に向けた研修等の実施
　　○少年非行等に関する情報交換・共有


















５年後の大阪府の姿
○青少年を取り巻く環境が大きく変化する中で、青少年をささえ、健やかに育てることは、社会全体の責務であり、府民全てが、深い理解と関心をもって健全な育成に努めるとともに、青少年の健全な成長を阻害するおそれのある社会環境及び行為から青少年を守る社会を目指します。
○2020年のオリンピック開催までに、グローバルな視点で考え行動できる青少年リーダーを100名養成します。
〇府内全域における少年非行防止活動ネットワークの構築を目指します。







	
	H2８年度の取り組み状況
	評価

	青少年リーダー養成
	　累計41人
	◎

	少年非行防止活動ネットワークの構築
	設置市区町31市20区7町
	◎



認定こども園


幼稚園　　保育所　　地域型保育


地域子育て支援拠点
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